
様式 １ 

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金 

交 付 申 請 書 

 

年  月  日 

一般財団法人さっぽろ産業振興財団 

理事長 秋元 克広 様 

所在地 

〒   －     

札幌市 

 

企業･団体名  

代表者 

役職名・氏名 

 

 

 

印 

 

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり関係

書類を添えて申請します。 

対象事業に採択された場合、応募した事業計画書に沿って事業を実施します。 

 

記 

１ 事業の名称（５０文字以内） 

 

 

２ 事業の概要（１５０文字以内） 

 

 

 

 

３ 事業の着手及び完了の予定期日 

着 手   年  月  日 

完 了   年  月  日 

４ 補助対象事業の経費合計  

 円 

５ 補助金申請額 

 円 

 

【添付書類】 

(1) 事業計画書（様式２） 

(2) 企業・団体概要（様式３） 

(3) その他（企業・団体の登記事項証明書、直近年度の決算報告書の写し、法人市民税の納

税証明等） 



様式 １－１ 

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金 
誓 約 書 

 

一般財団法人さっぽろ産業振興財団 

理事長 秋元 克広 様  

  

 私は、一般財団法人さっぽろ産業振興財団が実施するＩＴビジネス創出支援事業

費補助金の申請に当たり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律(平成３年法律第 77号)第２条第６号に規定する暴力団員(以下同じ。））又は暴

力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規

定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しない者

であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。  

  

 上記の誓約に反することが明らかになった場合は、補助金交付決定の取り消しを

受けること、ならびに交付された補助金の全額を速やかに一般財団法人さっぽろ産

業振興財団に返還することについて異存ありません。  

  

 また、上記の誓約の内容を確認するため、一般財団法人さっぽろ産業振興財団が

他の官公署に照会を行うことについて承諾します。  

  

  

  

   年   月   日  

  

所 在 地  〒 

 

企業・団体名 

 

代表者 

役職名・氏名            印 



ITビジネス創出支援事業費補助金事業計画書－1 

様式 ２－１ 

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金 

事  業  計  画  書 

【事業名、等】 

申請者企業名 

 

 

 

事業の名称 
（50 文字以内：様式１の記載内容と合せること） 

  

事業の着手及び

完了期日 

（様式１の記載内容と合せること） 

（着手）    年  月  日～（完了）    年  月  日 

補助対象事業の

経費合計－① 

（税抜額で記載すること） 

 

円 

補助金申請額 
（①の 1/2 以内、 

上限 300 万円） 

（税抜額で記載すること） 

 

円 

（注：この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。） 

【事業の内容】 

①事業構想・計画の背景（社会情勢、関連産業の動向、事業の目的や必要性など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②事業内容（対象顧客、商品・サービスの内容、手法、期間、エリア、事業実施による効果など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ITビジネス創出支援事業費補助金事業計画書－2 

③事業計画におけるビジネスモデルキャンバス 

（申請事業の構築時ビジネスモデルキャンバス（様式２－２）を添付してください） 

 

 

【事業の特徴】 

④市場性・成長性 

（市場規模、成長の可能性など） 

 

 

 

 

 

 

 

⑤新規性・創造性 

（事業の斬新・独創的・革命的なポイント、他社と差別化している特長性など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【スケジュールなど】 

⑥現状と今後のスケジュール・予定 

・今年度の事業実施期間内におけるスケジュールは様式２－３を使用のこと。 

・現状までの準備状況や、事業実施後の想定スケジュールについては、本項にて記載

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



ITビジネス創出支援事業費補助金事業計画書－3 

【事業実施体制】 

⑦事業実施のための社内体制 

（想定している体制や人員数、経営層による事業実施許可の有無、活用できる経営資源（人的ネットワーク・情報・

資金その他）など） 

 

 

 

 

【その他】 

⑧売上計画 

 

 

 

 

 

 

⑨人材育成の方向性 

（事業従事者の自社内における育成の方向性と、スキル指標の目標について記載してください） 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ハンズオン支援への期待 

（ハンズオン支援により強化したいポイント、解決したい経営上の課題など） 

 

 

 

 

 

（事業におけるハンズオン支援の具体的な活用方法、活用時期及びその期待など） 

 

 

 

 

 



参考：ビジネスモデルキャンバス

⑧パートナー ⑦主要活動 ④顧客との関係 ①顧客セグメント（ユーザー像）

⑥リソース ③チャネル

 

②価値提案

⑨コスト構造 ⑤収益の流れ



様式　２－３

（申請者企業名）  

本補助金の対象期間
採択決定日から  2/14

項目 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

事業実施期間
（着手日～完了日）

備考　この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金　事業実施スケジュール



様式　２－４

（申請者企業名）

(1)資金調達内訳（収入） （単位：円）

区　　分 摘　　要

自己資金

借入金

その他収入

合計

(2)経費内訳（支出） （単位：円）

摘　　要

補助対象
経費（A）

補助対象外
経費(B)

総経費
(A+B)

うち
補助金充当額

補助対象経費(A)について記載するとと
もに、別途補完資料【注1】を作成・添

付願います

(1)報償費
0

(2)機器費・原材料・
消耗品費 0

(3)機器リース費
0

(4)旅費・交通費
0

(5)通信・運搬費
0

(6)人件費【注2】
0

(7)施設及び設備等賃
借料 0

(8)外注費
0

(9)広告宣伝費
0

(10)その他理事長が
適当と認める経費 0

合計 0 0 0 0

（単位：円）

【注1】各経費の使途を補完説明する資料を添付してください。

【注2】様式2-4-1（人件費（給与）証明書）の提出と、その内容を元にした人件費単価×本事業の予定作業時間にて積算してください。

【注】すべての金額は、消費税及び地方消費税相当分を除外した数値を記載してください。

【注】記載に当たっては、交付要綱、実施要領、公募要項を必ず確認してください。

補助金申請額（補助対象経費の1/2以内、上限300万円） 0

0

予　算　額

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金
補助事業収支予算書

区　　分
【注1】

予　算　額

補助対象経費の合計 0



様式　２－４－１

本証明書の対象期間　　：　　　　　　年　　月　　　日　　～　　　　　　　年　　月　　　日　　

令和　　年度

従業者氏名
給与月額
（本俸）－①

諸手当て－② 計（①＋②）

0

0

0

※：「③所定労働時間」は、当該月の所定出勤日数×1日当たりの所定労働時間

　　　　年　　月　　日

本補助金申請における人件費を算出した元となった従事者の給与及び人件費について、上記のとおりであることを証明いたします。

 代表者　役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

当月の
所定労働時

間
（時間／月）

③※

人件費単価
(円/時間)

（①＋②）／③
備考

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金
申請時の事業従事者の人件費（給与）証明書

企業・団体名　：　

1日の
所定労働
時間
（時間）

月額給与 当月の
所定労働
日数
（日）



IＴ融合人材育成における組織能力指標（成熟度モデル）

番号 評価軸 レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

1

1.1 経営者のリーダーシップについて
経営者はイノベーション活性化のための環境
や仕組を整備することに理解・関心がない

経営者はイノベーション活性化のための環境
や仕組を整備することについて理解・関心は
あるが、発信や推進に消極的である

経営者はイノベーション活性化のために必要
な環境や仕組のあり方を考え、その発信・推
進に積極的である

経営者はイノベーション活性化のために必要
な環境や仕組のあり方を考え、その発信・推
進を率先垂範して行っている

1.2

自社が対象とするIT活用のイノベーション定義につい
て
（イノベーションの定義とは影響範囲、インパクト、タイ
プ、対象など）

自社はどのようなイノベーションを対象とする
のかまだ設定されていない

自社はどのようなイノベーションを対象とする
のか、試行的・部分的には設定されている
が、目指すイノベーションはまだ社内に周知
されていない。

自社はどのようなイノベーションを対象とする
かが公式に設定され、目指すイノベーション
について部分的に社内に周知・理解されて
いる。

自社はどのようなイノベーションを対象とする
かが公式に設定され、目指すイノベーション
について全社的に周知・理解され浸透してい
る。

1.3
自社が対象とするイノベーションを担う役割とそのた
めの育成対象者について

イノベーションを担う役割とそのための育成
対象者はまだ設定されていない、または外
部から獲得する

イノベーションを担う役割とその育成対象者
が試行的・部分的には設定されているが、育
成対象者はまだ自らの役割として自覚してい
ない。

イノベーションを担う役割とその育成対象者
が公式に設定され、育成対象者は自身の役
割として自覚ている。

イノベーションを担う役割とその育成対象者
が公式に設定され、育成対象者を含めた社
内全体が自身の役割として自覚し自律的に
活動している。

1.4

組織文化・風土について
（イノベーションを起し易い組織とは社員が主体的・能
動的、変化を受容、トライアル＆エラーを許容、多様
性を受容など）
（イノベーションを阻害する組織とは社員が従属的、
受動的、変化・リスクを嫌う、失敗を許されない、同質
であることを求める、など）

イノベーションを阻害する組織文化・風土を
当たり前と考え、それを助長する組織になっ
ている

イノベーションを阻害する組織文化・風土が
支配的な組織になっている

イノベーションを起こし易い組織文化・風土が
優越する組織になっている

イノベーションを起こし易い組織文化・風土を
当たり前と考え、それを育む組織になってい
る

2

2.1
IT活用によるイノベーションにつながるアイデア出しを
行う価値発見の場について

価値発見を行うための場はまだ提供されて
いない

価値発見を行うための場が、試行的または
一部の社員に提供されている

価値発見を行うための場が、仕組として公式
に提供され、利用されている

価値発見を行うための場が、公式の仕組とし
て定着し、場の利活用による成果がでている

2.2
有望なビジネス・アイデアを事業に仕立てていく価値
実現プロセスについて

価値実現プロセスは未だ提供されてない
価値実現プロセスが、試行的または一部の
社員に提供されている

価値実現プロセスが公式に提供され、利用さ
れている

価値実現プロセスが社内に定着し、イノベー
ションの成果がでている

2.3
多様性のあるイノベーション実施体制について
（多様性とは専門や経歴、背景にある文化や性別・立
場など）

多様性のある体制によるイノベーションはま
だ実践されていない

多様性のある体制によるイノベーションが試
行的または部分的に実践されている

多様性のある体制によるイノベーションが公
式に実践されている

多様性のある体制によるイノベーションの仕
組が定着し、成果がでている

2.4
外部のアイデアや力を活用するオープン・イノベーショ
ンについて

オープンイノベーションの場はまだ提供され
ていない

オープンイノベーションの場が試行的または
部分的に提供されている

オープンイノベーションの場が公式に提供さ
れ、利用されている

オープンイノベーションの場が定着し、成果も
でている

2.5 トライアル＆エラーについて
トライアル＆エラーを前提とするイノベーショ
ン実践の場はまだ提供されていない

トライアル＆エラーを前提とするイノベーショ
ン実践の場が試行的または部分的に提供さ
れている

トライアル＆エラーを前提とするイノベーショ
ン実践の場が公式に提供され、利用されて
いる

トライアル＆エラーを前提とするイノベーショ
ン実践の公式な場が定着し、成果もでている

3

3.1

自社のイノベーションを担う人材のための育成フレー
ムについて
（育成フレームとは、自社のイノベーションを担う人材
の能力やスキル、知識の定義とその管理など）

育成フレームとその管理の仕組はまだ提供
されていない

育成フレームとその管理の仕組が試行的、
または部分的に提供されている

育成フレームとその管理の仕組が提供され、
利用されている

育成フレームとその管理の仕組が定着し、定
常的に運用されている

3.2

知識習得のみでなく、実践的学習の場も含む研修メ
ニューについて
（実践的学習の場とはケースメソッド、ケーススタ
ディ、アクションラーニングのような疑似体験など）

実践的学習の場を含む研修メニューは未だ
提供されていない

実践的学習の場を含む研修メニューは試行
的、または部分的には提供されている

実践的学習の場を含む研修メニューが公式
に提供され、社員に利用されている

実践的学習の場を含む研修メニューが社員
に定期的・定常的に提供され、育成成果が
出ている

企業が目指すイノベーションとそれを担う役割、そのための育成対象者が定義されているのか？　また、組織環境はイノベーションを起こしやすいものか？

自社のイノベーションを担う人材のために、育成の場が提供され、活用できているか？

IT活用によるイノベーションを実践する場が提供されているか？

成熟度　モデル（様式２-５）
　組織におけるＩＴビジネス創出事業における組織環境　成熟度モデル
　記入方法：申請時点で、申請事業所の組織成熟度レベルを、レベル１～４で赤色網掛けで選択。
　　　　　　　 事業の実施により、到達を目指すレベルを青色網掛けで選択



様式２－５　スキル指標

様式２-５　ITビジネス創出支援事業　人材育成　スキル指標　 

事業従事者　氏名　（1）
記入方法：事業従事者が申請時点で持っているスキルレベルを、Ａ～Ｆで赤色網掛けで選択。
　　　　　　 合わせて、本事業の従事により、到達を目指すスキルレベルをＢ～Ｆで青色網掛けで選択

備考
大分類 中分類 小分類 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ ※スキルが上昇したと判断した理

IT融合イノベーション 実現を目指すアイデアの明確化

普段の業務やデータアナリティ
クスなどを通して得た疑問から
成る着眼点を整理して、アイデ
アの棚卸しを行うことができる

アイデアを実現したいと考える
理由や想いを明確化することが
できる

整理した着眼点から出る
アイデアを自らの想いを
基に優先順位を決め、
探求するアイデアを決定
することができる

多様性に富んだ価値発見チーム
ビルディング

アイデアに価値を加えることが
できる多様性に富んだ価値発
見チームビルディングができる

価値発見チーム内での共感を
目的としたアイデアの共有を行
うことができる

検討チームメンバの役割
を自主的に決定すること
ができる

アイデアを実現する先端事例の
情報収集

アイデアを実現する先端IT技
術に関する情報を収集するこ
とができる

アイデアを実現する先進的な事
例に関する情報を収集すること
ができる

収集した情報を基にアイ
デアに関する予備知識
をまとめ、価値発見チー
ム外に共有する準備が

提供価値が高いターゲットに対
する情報収集

探求するアイデアを実現した場
合に、提供価値が高いター
ゲットを定義することができる

ターゲットを実際に見付け出
し、効果的な情報収集ができる

ターゲットに対して、先進
的な技術および事例を
共有し、アイデアの実現
イメージを伝えることが
できる

疑似体験の実施

収集した情報を基に、探求す
るアイデアの提供価値が最大
化される場面を疑似体験する
ことができる

アイデアの代替手段に関する
シミュレーション等を通した疑似
体験を行うことができる

疑似体験結果を基に、
提供価値を最大化する
手段が発想されたアイデ
アであることが確認でき

価値ある気付きの共有

探求するアイデアに関し、最も
提供価値が高い相手の行動
（例：何を見、何を聞き、何を言
い、どんな行動を起こしている
のか）を検討チーム内で共有
することができる

探求するアイデアに関し、最も
提供価値が高い相手の行動を
通し、心理（例：何を感じ、何を
考えているのか）を類推しチー
ム内で共有することができる

ターゲットの行動や心理
を基にしたシミュレーショ
ン結果より、新しい価値
ある気付きをチーム内で
共有することができる

ビジネスアイデアの発想

価値発見チームによるブレイン
ストーミングを通して、価値あ
る気付きのビジネスにおける
活用方法を検討し、ビジネスア
イデアを作り出すことができる

短時間における大量処理、プロ
セスの自動化、場所を問わな
い等ITの特性から検討を深め、
ビジネスアイデアを膨らますこ
とができる

ビジネスアイデアをビジ
ネスモデルフレームワー
クに挿入し、顧客・供給
者・パートナ等様々な視
点からビジネスアイデア
のもたらす価値の可能
性を広げることができる

先進事例等から応用し
て、ビジネスアイデア
が生み出す価値の可
能性を予測することが
できる

ビジネスアイデアの統合

類似物の統合および関連性の
整理等を通して、発想したビジ
ネスアイデアを絞り込むことが
できる

ビジネスアイデアの専門家等よ
り意見を収集し、発想したビジ
ネスアイデアが近い未来にお
いても有望であることが価値発
見チーム内で共有できる

絞り込んだビジネスイア
デアについて、価値発見
チーム全員から共感を
得ることができる

ビジネスアイデアのプロトタイピ
ング

ビジネスアイデアの有効性を
確認するためのプロトタイプを
作成することができる

迅速にプロトタイプを試行する
ことができる

ターゲットに対するプロト
タイプの結果を通し、必
要に応じてプロトタイプ
の改善ができる

探求するビジネスアイデアの決
定

プロトタイプ試行を通し、ビジネ
スアイデアが有効であることを
価値発見チーム内にて共感す
ることができる

自らが選定したターゲットが、ビ
ジネスアイデアのファンとなり得
ることを確認することができる

イノベーションオーナよ
り、ビジネスアイデアを
実現するための協力を
得ることができる

スキル項目

ターゲットに対する共感を
通した価値ある気付きの
収集

ターゲットにとっての新しい
価値発見とビジネスアイデ
アの決定
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様式２－５　スキル指標

様式２-５　ITビジネス創出支援事業　人材育成　スキル指標　 

事業従事者　氏名　（1）
記入方法：事業従事者が申請時点で持っているスキルレベルを、Ａ～Ｆで赤色網掛けで選択。
　　　　　　 合わせて、本事業の従事により、到達を目指すスキルレベルをＢ～Ｆで青色網掛けで選択

備考
大分類 中分類 小分類 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ ※スキルが上昇したと判断した理

スキル項目

ビジネスアイデア実現に向けた
チームビルディング

ビジネスアイデア実現に向け
て具体化力に富んだ価値実現
チームビルディングができる

価値実現チーム内での共感を
目的としたアイデアに対する想
いおよびビジネスアイデアの共
有を行うことができる

価値実現チームメンバの
役割を自主的に決定す
ることができる

ビジネスモデルの仮説立案
ビジネスアイデアを実現する提
供製品・サービスの仮説を立
てることができる

最も提供価値が高い相手に対
して、有効な販売経路に関する
仮説を立てることができる

製品・サービスによる価
値を提供するために、必
要な内部資源に関する
仮説を立てることができ
る

製品・サービスによる
価値を提供するため
に、必要な外部パート
ナに関する仮説を立て
ることができる

製品・サービスを提
供するに当たって、
有効な収益構造の
仮説を立てることが
できる

製品・サービスを提供するに
当たって、コスト構造の仮説を
立てることができる

ビジネスモデルの仮説検証

提供製品・サービスの仮説に
関し、ビジネスアイデアを実現
するための有効性をプロトタイ
プ等の活用により、検証するこ
とができる

販売経路の仮説に関し、ビジネ
スアイデアを実現するための有
効性を実際の販売経路活用に
より検証することができる

内部資源の仮説に関し、
ビジネスアイデアを実現
するための有効性や、現
内部資源状況からの実
現性を検証することがで
きる

外部パートナの仮説に
関し、ビジネスアイデア
を実現するための有効
性や、パートナとの折
衝結果より実現性を検
証することができる

収益構造の仮説に
関し、プロトタイプ活
用による実際の契約
行為等を通じて、妥
当性を検証すること
ができる

コスト構造の仮説に関し、プロ
トタイプ活用による実際の契
約行為等を通じて、妥当性を
検証することができる

ビジネスモデルの仮説決定

フリーミアム/ロングテールなど
の収益構造が異なるビジネス
種別や、新規/既存などの市
場種別などからビジネスの成
熟度を測り、段階的目的に
沿ったビジネス実証の達成条
件を設定することができる

ビジネス実証に必要なコスト・
期間・資源を正しく見積もり、最
適な体制を立案することができ
る

アイデアを実現したいと
考える理由を振り返り、
それら想いの達成の確
実性についてイノベー
ションオーナの了承を得
ることができる

ビジネス実証の実行

設定したビジネス実証達成条
件に基づき、必要な製品・サー
ビスを開発し、提供体制等の
環境を整備することができる

ビジネス実証に必要な各種計
画を立案することができる

ビジネス実証に必要な各
種活動をターゲットを拡
大して実行することがで
きる

ビジネス実証結果を集
計・分析することができ
る

ビジネス提供価値の見直し

製品・サービスを活用するター
ゲットに対して、提供価値に関
する情報を収集することができ
る

当初設定した提供価値と、実際
にターゲットが製品・サービスを
活用して感じた価値を比較する
ことができる

ビジネス実証活動を通
し、必要に応じてビジネ
ス提供価値を見直すこと
ができる

ビジネスモデルの確定

製品・サービスの実証を通し
て、提供価値が高い特定の相
手をターゲットとしたビジネスモ
デルから、拡大したターゲット
に対して最も適したビジネスモ
デルに修正することができる

修正したビジネスモデルを実現
するために、最も適した販売経
路を確立することができる

修正したビジネスモデル
を実現するために、最も
適した内部資源を確立
することができる

修正したビジネスモデ
ルを実現するために、
最も適したパートナー
リングを確立すること
ができる

製品・サービスの実
証を通して、実市場
が最も満足する収益
構造を明確化できる

製品・サービスの実証を通し
て、妥当なコスト構造を明確
化できる

事業化計画の立案

ビジネス実証活動を通し、ビジ
ネスモデルを事業化した際に
想定されるシナリオをシミュ
レーションすることができる

事業化に向けた計画を立案す
ることができる

立案した事業化計画に
ついて、各ステークホル
ダより承認を得ることが
できる

ビジネス展開体制の構築
ビジネス実証結果を基に、事
業化に向けた必要な組織の要
件を設定することができる

事業化に向けた必要な組織の
要件を基に、価値展開チームビ
ルディングができる

価値展開メンバに対し
て、ビジネス実証結果を
共有し、ビジネス展開に
必要な視点を共有するこ
とができる

製品ロードマップの作成

自社製品・サービスの市場価
値を高めるための要件を洗い
出し、優先順位を付けることが
できる

自社製品・サービスの市場価
値を高めるためのテーマ実現
の諸条件を整理することができ
る

自社の経営方針・事業
戦略や外部環境動向を
理解した上で、製品・
サービスの中長期の
ロードマップを作成する
ことができる

販売チャネルプランの作成

ビジネス実証結果を通し、顧客
ターゲットを設定することがで
きる 顧客ターゲットに対する有効な

アプローチを立案することがで
きる

有効なアプローチを実行
するための体制を具体
化することができる

マーケティングプランの作成

市場での自社製品やサービス
のポジショニングから製品・
サービスのポートフォリオを描
くことができる

市場価格・顧客価値や投資状
況、販売計画から製品・サービ
スの適正な価格を設定できる

販売チャネルプランを基
に適切なプロモーション
実行計画を立案すること
ができる

実証されたビジネスモデル
の展開

ビジネスアイデアを基にし
たビジネスモデルの作成

ビジネス提供価値の実証
とビジネスモデルの確定
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様式２－５　スキル指標

様式２-５　ITビジネス創出支援事業　人材育成　スキル指標　 

事業従事者　氏名　（1）
記入方法：事業従事者が申請時点で持っているスキルレベルを、Ａ～Ｆで赤色網掛けで選択。
　　　　　　 合わせて、本事業の従事により、到達を目指すスキルレベルをＢ～Ｆで青色網掛けで選択

備考
大分類 中分類 小分類 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ ※スキルが上昇したと判断した理

スキル項目

サポート体制の構築
製品・サービスの特性等から、
顧客に対して必要なサポート
要件をまとめることができる。

サポート要件に応じて、必要な
リソースを算出することができ
る

サポートに必要な体制を
構築することができる

製品・サービスの市場投入

製品・サービスの特性から、適
した品質・サポート等のサービ
スレベルを設定することができ
る

サービスレベルに基づく製品・
サービスを設計・開発すること
ができる

製品・サービスを市場に
投入することができる

新たな価値創造の準備
事業化計画を振り返り、当初
計画と実績のギャップを取りま
とめることができる

製品・サービスの市場投入によ
り実現した想いを振り返り、未
達成部分や想定外の気付きを
ターゲットからすくい取ることが
できる

新しい価値創造に向け
て準備することができる

実証されたビジネスモデル
の展開
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様式 ３ 

ＩＴビジネス創出支援事業費補助金 

申 請 者 概 要 

申請者企業名  代表者 
(役職名･氏名) 

 

ホームページ 

アドレス   

本社所在地 

〒 

 

TEL：       FAX： 

連絡担当者 
（所属）            （氏名） 

TEL：       FAX：         e-mail： 

設立年月日 年   月   日 従業員数 
   人 

（常勤：  人、非常勤：  人） 

本事業の従事者

（所属部門・ 

役職名・氏名） 
【ここに記載のない

方の人件費は補助対

象にはなりません】 

(1) 

本事業 

従事者の

経歴 

 

(2)  

(3)  

資本金又は 

出資金総額 
 

主な株主と 

比率(％) 

又は構成員 

 

 

 

 
日本標準産業分類 

における分類ｺｰﾄﾞ 

↓当てはまるものにチェックを入れて下さい 

□情報サービス業(中分類ｺｰﾄﾞ 39) 

□ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ附随ｻｰﾋﾞｽ業(中分類ｺｰﾄﾞ

40) 

□その他 

（              ） 

主な業務内容と 

売上構成(％) 

 

 

 

 

 

主な取引先 

 

決算状況 

 

決 算 期 ３期前 ２期前 前期 

売 上 高    

営 業 利 益    

経 常 利 益    

当 期 利 益    
 

 


